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土
地
区
画
整
理
事
業
と

ま
ち
づ
く
り
の
連
携

　

キ
セ
ラ
川
西
整
備
事
業
は
、
工
場
跡
地（
ブ
ラ
ウ
ン

フ
ィ
ー
ル
ド
）か
ら
の
土
地
利
用
転
換
で
、「
医
療
」「
住
宅
」

「
集
客
」
な
ど
多
機
能
が
連
携
す
る
持
続
可
能
で
環
境
に
配

慮
し
た
次
世
代
型
複
合
都
市
を
目
指
し
、土
地
区
画
整
理
事

業
に
よ
る
都
市
基
盤
の
整
備（
ハ
ー
ド
）と
、市
民
参
加
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り（
ソ
フ
ト
）を
並
行
し
て
実
施
し
、地
区
全
体

の
付
加
価
値
の
向
上
を
図
る
事
業
で
あ
る
。

　

事
業
は「
民
間
活
力
の
導
入（
P
F
I
事
業
）」
と「
低

炭
素
社
会
の
構
築（
キ
セ
ラ
川
西
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画

（
以
下
、「
エ
コ
ま
ち
計
画
」）」を
柱
と
し
て
実
施
し
て
お
り
、

土
地
区
画
整
理
事
業
は
、2
0
1
1
年
3
月
に
事
業
計
画
決

定
、2
0
2
0
年
7
月
に
換
地
処
分
を
行
っ
た
（
図
1
）。

　

本
稿
で
は
、
全
国
に
先
駆
け
て
策
定
し
た「
エ
コ
ま
ち
計

画
」の
取
り
組
み
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

低
炭
素
社
会
の
構
築
を
目
指
し
た
経
緯

　

キ
セ
ラ
川
西（
中
央
北
）
地
区
は
、
古
く
か
ら
皮
革
工
場

の
集
積
地
で
、80
年
代
の
最
盛
期
に
は
そ
の
数
は
百
社
を
超

え
、市
の
経
済
成
長
と
発
展
を
支
え
た
が
、安
価
な
海
外
製

品
の
攻
勢
や
後
継
者
不
足
に
よ
り
廃
業
す
る
工
場
が
増
え
、

土
地
利
用
の
転
換
を
目
指
す
再
開
発
が
求
め
ら
れ
て
い
た
。

　

そ
の
た
め
、土
地
利
用
の
転
換
で
は
、
皮
革
工
場
か
ら
排

出
さ
れ
る
皮
革
汚
水
や
異
臭
な
ど
の
環
境
に
関
す
る
課
題

を
払ふ

っ
し
ょ
く拭す

る
新
し
い
ま
ち
の
イ
メ
ー
ジ
と
し
て
、「
中
央
北

地
区
の
ま
ち
づ
く
り
方
針
」
で
低
炭
素
に
配
慮
し
た
ま
ち

づ
く
り
を
掲
げ
、そ
の
実
現
に
向
け
て「
都
市
の
低
炭
素
化

の
促
進
に
関
す
る
法
律
」に
基
づ
き
、「
エ
コ
ま
ち
計
画
」を

2
0
1
3
年
3
月
に
策
定
し
た
。

﹁
エ
コ
ま
ち
計
画
﹂
の
取
り
組
み

「
エ
コ
ま
ち
計
画
」
の
枠
組
み

　

エ
コ
ま
ち
計
画
は
、
土
地
区
画
整
理
事
業
区
域
約
22
・

9
ha
を
計
画
区
域
と
し
、期
間
は
10
年
間
で
あ
る
。
計
画
は

「
基
本
方
針
」と「
実
行
計
画
」で
構
成
し
て
お
り
、「
基
本
方

針
」
は
、
都
市
構
造
、
交
通
、
建
築
、
み
ど
り
、エ
ネ
ル
ギ
ー

の
五
つ
の
分
野
で
構
成
し
て
い
る
（
表
1
）。

「
エ
コ
ま
ち
計
画
」
を
推
進
す
る
「
運
用
基
準
」

　

エ
コ
ま
ち
計
画
を
具
体
的
に
推
進
す
る
た
め
、「
キ
セ
ラ

川
西
エ
コ
ま
ち
運
用
基
準
」（
以
下
、「
運
用
基
準
」）を
策
定

し
た（
2
0
1
4
年
3
月
）。主
な
内
容
は
、建
築
物
の
低
炭

「
キ
セ
ラ
川
西
低
炭
素
ま
ち
づ
く
り
計
画
」
の
取
り
組
み

│ 

工
場
跡
地
か
ら
低
炭
素
社
会
の
構
築
を
目
指
し
た
土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ

る
土
地
利
用
転
換
│
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図1　地区の状況（2020年）



土木学会誌 Vol.106 No.10 October 202125

素
化
、エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
の
見
え
る
化
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
導
入
、
建
築
物
の
配
置
、
高
さ
、
色
彩
お
よ
び
緑

視
率
へ
の
配
慮
な
ど
で
あ
り
、本
地
区
独
自
の
運
用
基
準
を

も
っ
て
建
築
物
の
低
炭
素
化
や
敷
地
の
緑
化
が
誘
導
さ
れ
、

さ
ら
に
は
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
取
り
組
み
へ
つ
な
げ
ら
れ
た
。

計
画
の
実
行
性
を
担
保
す
る
「
手
続
条
例
」

　

運
用
基
準
に
準
拠
し
た
建
築
物
を
確
実
に
誘
導
す
べ
く
、

土
地
区
画
整
理
法
第
76
条
の
許
可
申
請
に
先
立
ち
運
用
基

準
に
基
づ
く
事
前
協
議
を
行
う
仕
組
み
を
構
築
す
る
た
め
、

「
阪
神
間
都
市
計
画
事
業
中
央
北
地
区
特
定
土
地
区
画
整
理

事
業
に
関
す
る
建
築
行
為
等
の
手
続
条
例
」
を
制
定
し
た

（
2
0
1
3
年
12
月
）。こ
れ
に
よ
り
各
宅
地
で
土
地
利
用
を

行
う
場
合
は
、設
計
段
階
で
協
議
す
る
こ
と
を
可
能
と
し
た
。

低
炭
素
化
の
達
成
状
況
を
評
価
す
る

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
」

　

エ
コ
ま
ち
計
画
で
は
、低
炭
素
化
の
達
成
状
況
を
評
価
す

る
こ
と（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
）を
位
置
付
け
、エ
ネ
ル
ギ
ー
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
は
、
事
前
協
議
の
情
報
を
生
か
し
、実
態
を
把
握

す
る
手
法
と
し
て
、事
前
協
議
を
実
施
し
た
新
築
建
物
に
調

査
票
を
送
付
し
、電
気
・
ガ
ス
等
の
消
費
量
を
把
握
し
て
い

る
。開
示
さ
れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
を
1
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
に
換
算
し
た
も
の
と
、事
前
協
議
を
実
施
し
な
か
っ

た
場
合
の
1
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
比
較
し
て
低
炭
素
化

を
評
価
し
て
い
る
（
図
2
）。

　

エ
コ
ま
ち
計
画
に
お
け
る
目
標
値
を
ま
ち
全
体
の
目
標
と

し
て
推
計
す
る
と
、「
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン（
協
議
な
し
）」
に
対

し
8
％
の
削
減
が
目
標
と
な
る
が
、2
0
1
9
年
度
時
点
に

お
い
て
、「
ま
ち
全
体
推
計
値
」（
協
議
あ
り
）
は
43
・
7
万

G
J
／
年
で
、「
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
」（
協
議
な
し
）
の
46
・

3
万
G
J
／
年
と
比
べ
2
・
6
万
G
J
／
年
減
少
し
た
と

い
う
結
果
と
な
っ
た
。こ
れ
は
地
区
全
体
と
し
て
約
6
％
の

低
炭
素
化
に
貢
献
し
て
お
り
、こ
の
量
は
4
人
家
族
4
4
0

世
帯
が
1
年
間
に
排
出
す
る
C
O
2
に
相
当
す
る
。

低
炭
素
社
会
の
構
築
を
目
指
し
て

　

2
0
1
4
年
か
ら
実
施
し
て
い
る
事
前
協
議
の
件
数
は
、

67
件（
2
0
2
1
年
6
月
時
点
）
と
な
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
土

地
利
用
が
順
次
展
開
さ
れ
、多
機
能
が
連
携
す
る
街
と
し
て

の
成
熟
度
が
増
し
て
き
た
。

　

エ
コ
ま
ち
計
画
に
取
り
組
む
中
で
課
題
と
し
て
、1
点
目

は
、事
業
者
が
運
用
基
準
を
満
た
す
た
め
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
が
必
要
だ
っ
た
。
そ
の
方
策
と
し
て
、
事
業
者
の
自
発
的

な
取
り
組
み
を
期
待
し
て
、「
エ
コ
ま
ち
建
築
賞
」
を
創
設

し
、自
主
的
か
つ
意
欲
的
な
モ
デ
ル
と
な
る
建
築
行
為
を
し

た
事
業
者
の
活
動
を
賞
す
る
こ
と
を
実
施
し
て
い
る
。

　

2
点
目
は
、電
気
・
ガ
ス
等
の
消
費
量
の
把
握
に
か
か
る

労
力
の
多
さ
で
あ
る
。調
査
に
協
力
い
た
だ
く
建
物
利
用
者

の
回
答
の
負
担
は
も
と
よ
り
、回
答
率
向
上
の
た
め
、
調
査

票
の
手
渡
し
な
ど
、多
く
の
手
間
と
時
間
が
必
要
と
な
っ
て

い
る
。低
炭
素
化
を
よ
り
一
層
国
民
的
に
進
め
る
た
め
に
は
、

電
気
・
ガ
ス
等
の
消
費
量
が
、ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
と
し
て
利
用

で
き
る
枠
組
み
を
期
待
す
る
。

　

本
事
業
で
は
、全
て
の
新
築
建
物
で
運
用
基
準
に
基
づ
く

事
前
協
議
を
実
施
し
、エ
コ
ま
ち
計
画
の
方
針
、運
用
基
準

の
内
容
に
つ
い
て
、
建
築
主
が
理
解
を
深
め
、
実
際
に
建
物

に
反
映
さ
れ
た
。そ
の
後
の
利
用
時
に
お
い
て
も
一
人
一
人

が
低
炭
素
を
理
解
し
、
意
識
し
て
行
動
し
た
積
み
重
ね
が
、

地
区
全
体
の
低
炭
素
化
に
つ
な
が
っ
た
と
感
じ
る
。こ
れ
か

ら
も
ま
ち
づ
く
り
を
担
う
者
と
し
て
、誰
も
が
低
炭
素
社
会

の
構
築
に
つ
い
て
考
え
、
参
加
し
、
共
有
で
き
る
よ
う
に
取

り
組
ん
で
い
く
。

基本方針 実行計画
１．都市構造分野 ◆�住宅施設の誘致

・医療施設の誘致
◆�集約都市開発事業の活用
◆�各事業者との連携による低炭素
化の促進およびモニタリング

２．交通分野 ◆�川西能勢口駅との回遊性の確保
・公共交通利用促進
◆地区内車両の低炭素化

３．建築分野 ◆低炭素建築物の誘導
◆�低炭素建築物のモニタリング

４．みどり分野 ◆緑地緑化の誘導
◆�緑地管理機構や管理協定制度
の活用

５．エネルギー分野 ◆再生可能エネルギーの導入
◆市民への啓発、環境学習
◆�災害時のエネルギーシステムの
導入

� ◆：PFI事業で実現する項目

表1　基本方針および実行計画

図2　エネルギーモニタリング結果（2019年度）
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／
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